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現代日本の企業社会と性差別システム
森岡孝
1. はじめに
1945年から1995年にいたる戦後半世紀の日本の経済社会は，編年史的には
10年刻みで区切ることのできるような変化を示してきた。 1955年に開始され
た高度成長は， 1965年にひとつの節目をもって 1970年代初めまでつづいた
が， 1973年秋の第 4次中東戦争とOPECによる原油価格の引き上げにとも
なう石油危機を契機に失速し， 1974年には日本経済は戦後はじめてのマイナ
ス成長を記録した。 1975年以降は， 日本は他の国々と比較すればなお高い率
の成長を維持したとはいえ，いわゆる低成長と減量経営と国際経済摩擦の時
代に移行した。そして， 1985年からは，同年 9月のG5プラザ合意による円
高の進展にもかかわらず，国際的な金利低下や，原油価格の下落を背景に，
日本経済は拡大の勢いをまし，金融も生産も過熱してバブル経済の様相を呈
するようになったが， 1990年代にはいると半世紀の企業の時代に区切りをつ
けるかのように戦後最長の不況に突入した。
こうした現実の経済社会の変化を反映して，経済学や経営学の研究の主題
もときどきに変化してきた。最近の10年についてみれば，バプル経済と不況
をめぐる諸問題が論じられたよりもさらに活発に，日本企業の労働，生産，
雇用，経営等のあり方をめぐる問題群が日本的経営論と企業社会論にまたが
る日本社会論として論じられてきた。この議論は，経済学にとどまらず，経
営学はもちろん，政治学，社会学，教育学，歴史学等の社会科学の諸領域で
展開されたという点で， 日本社会論とよぶにふさわしい広がりをもった議論
であったといってよい。
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最近の10年間になされた日本社会論の総括はようやく始まったばかりであ
るが，いくつか指摘しうる弱点のなかでも，おそらくはもっとも大きいと思
われる弱点のひとつは，大沢真理 (1993a)のいうジェンダー視点の欠落で
あろう 1)。 中川スミ (1995)の整理を借りれば，大沢は，女性労働を共通論
題に掲げた i992年の社会政策学会第84回大会において， 「日本における『労
働問題』研究と女性」という報告を行い，従来の労働問題研究の圧倒的大部
分は，男性労働者の問題を労働問題一般ととらえ，女性労働者の問題を「女
子労働論」という「特殊な周辺領域」に追いやり，女性労働が日本的経営や
日本的労使関係においてもつ基軸的意味を見失ってきたと指摘した。
この指摘は， 1991年から92年にかけて刊行された東京大学社会科学研究所
の共同研究『現代日本社会』全 7巻にもあてはまる。ここでも大沢が語って
いるように，この共同研究の60編近くにのぼる寄稿のうち，女性をテーマと
しているのは，彼女の執筆した論文「現代日本社会と女性」だけである。大
沢が1993年に著した『企業中心社会を超えて」は，賃金・雇用・社会保障に
焦点を合わせて現代の日本社会を「ジェンダー」で読み解いた最初の成功例
のひとつとみなすことができる。
内橋克人，奥村宏，佐高信を編者に1994年に出版された『日本会社原論」
全6巻は，評論的，時論的な論考が多く，前述の東大社研の学術的共同研究
とは性格を異にするが，そこで論じられている内容から見れば， 日本社会論
はなによりも日本会社論として説かれなければならないことを明らかにして
いる点で十分に学問的検討にあたいする。それにもかかわらず，肝心の日本
会社論において基軸的意味をもつ「女性」と「ジェンダー」について正面か
ら論じていると言いうるのは，全体で50編を超える文章のうち，わずかに竹
信三恵子「女性と企業社会の未来像」（第 6巻『企業社会のゆくえ』）だけで
ある。清水ちなみ「OLから見た会社」， 竹内洋子「今こそ女性がキャリア
を伸ばすとき」（いずれも第 4巻『就職・就社の構造』），トレーシー・ワイレ
1)近年の日本的経営論および企業社会論をめぐる文献については， 龍 (1994)，森
岡 (1995)，ベルント (1995)，木本 (1995)が参考になる。
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ン「アメリカ女性が日本人と仕事をする心得」（第 2巻『日本的経営と国際
社会』）も， 女性の目から日本の企業社会を観察してはいるが， それぞれに
その観察眼自体がジェンダー・バイアスにとらわれているところがある。
ひるがえって私自身の研究はといえば，ここ数年，過労死問題に関連して
日本の労働時間と家族生活について文章を書くようになるまでは， 日本経済
について論ずる場合もジェンダー関係にほとんど注意を払わずにきた。 1992
年の私の論文「日本型企業社会と労働時間構造の二極化一過労死問題への
ーアプローチ」は，総務庁『労働力調査』によりつつ， 近年「男は残業」
「女はパート」の傾向が強まるなかで，労働時間が顕著な性別分化を示して
きたことを確認したが，この論文においても，日本の家族社会と企業社会を
貫く性差別システムが生活時間や労働時間の構造にどのような影を落として
いるかが明らかにされているとはいいがたい。 1995年の私の著書『企業中心
社会の時間構造』では，家事労働を考慮に入れた場合にいっそう深刻な意味
をもつ女性雇用者の働きすぎや雇用の女性パート化の問題に少しは踏み込ん
だつもりであるが，主題の性質上，日本的経営における女性労働の位置や役
割については立ち入った考察をくわえていない。
もっとも新しいところでは，基礎経済科学研究所編「働く女性と家族のい
ま」（全 2巻，青木書店， 1995年，①「日本型企業社会と女性』，R『日本型
企業社会と家族』）が， 一部に労働法学者や社会学者や女性労働者からの寄
稿をふくみながら，総じて経済学によるジェンダー視点に立った日本社会論
を展開している。私は家族を扱った第2巻の編集に関与して， 「戦後日本の
社会変動と家族」を寄稿し，論拠を十分に固めることなく，戦後の日本にお
ける高度成長と企業中心社会の形成は，戦前の家制度的家父長制の社会経済
的基礎を解体しつつも， 「企業家父長制」とでもよぷべき新たな性差別シス
テムを生み出したと論じた。
そこで本稿では，あらためてジェンダー視点から労働時間と生活時間の構
造を問い直し，日本的経営における女性労働の役割に立ち入り，賃金および
昇格における女性差別の実態にも触れて，日本の企業社会が性差別をいかな
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るかたちで構造化しているかを明らかにしようと思う。戦後の日本経済は他
国に例をみないような「成功」をおさめたとしばしばいわれるが，本稿の結
論では， 日本的経営の強さの秘密は，家族社会と企業社会をつつむ日本社会
の全体構造のうちにほかならぬ性差別を構造化したことにある，ということ
が確認されるであろう。
2. 労働時間におけるジェンダー関係
「労働力調査」から作成された図 1によって，労働時間の推移を性別にみ
ると，女性の労働時間は1960年以降，今日まで傾向的に減少してきた。これ
にたいして，男性の労働時間は， 1975年まではおおむね減少し， 1975年以降
は1988年まで目立って増加しつづけた。バプル経済のピークでは，男性の労
働時間は1960年代のレベルに逆行した。しかし，これは単なる逆行ではな
い。なぜなら， 1973-75年のオイルショック不況以降の労働時間の延長は，
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図1 男女別の年間総労働時間の長期的推移
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（注） 1 非農林業の雇用者。
2 年間総労働時間数は年間の週平均労働時間数を52倍して算出。
（出所）総務庁『労働力調査年報」 (1992年），徳永芳郎「働き過ぎと健康障害」経済
企画庁経済研究所編「経済分析』第133号， 1994年1月。
現代日本の企業社会と性差別システム（森岡） (427)111 
労働過程のME（マイクロエレクトロニクス）化および情報システム化と，
それらを梃子とする労働の過密化のもとで起こったからである。
労働時間統計のうえでは， 週60時間以上を超長時間労働という。『労働力
調査』によれば，週60時間以上働く男性雇用者は， 1975年以降，人数も割合
も急激に増大しつづけ， 1975年には 323万人であったものが，バブル経済の
ビークの 1988年には 685万人，男性雇用者のほぼ 4人に 1人を占めるまでに
なった。男性の労働時間が異常に長くなったのは，同じ時期に所定労働時間
は微減傾向にあったことからみて，所定外労働時間，すなわち残業がふえた
からにほかならない。週60時間以上というのは年間に換算すればざっと3100
時間以上になる。 1988年についてみた場合，これはざっと所定労働時間1900
時間，残業1200時間以上を意味する（所定外労働時間は労働省『毎月勤労統
計調査」による）。この場合，残業は月100時間以上，週25時間以上にのぼる
ことになる。
1980年代後半には過労死が社会問題になった。今日の日本において，年間
の犠牲者数で交通事故死を上回ると推定されるほどに過労死が多発するマク
ロ経済的背景には，年間3100時間以上働く超長時間労働者が数百万人もいる
という事実が横たわっている。不況が深刻化して労働時間が減少した現在
も， 1995年の『労働力調査』によれば，週35時間以上就業した男性労働者の
16.4鍬 6人に 1人は週60時間以上，年間3100時間以上働いており，過労死
はなくなるどころではない。
過労死の犠牲者の労働時間がどのようなものかを知るには，平岡悟のケー
スが参考になる。彼はボールベアリング工場の班長として働き， 1988年2月
に48歳で死亡し，同年に開設された弁護士による過労死110番を通して労災
申請を行い，労働基準監督署によって労働災害として認定された。その後，
企業責任を追及するために彼の遺族が裁判を起こし， 1994年11月に全面勝利
和解した。裁判に提出された会社のタイムカードおよび給与明細書から計算
したところでは，平岡の死亡前 1年間の拘束時間は4038時間，実労働時間は
3663時間，実残業時間は1399時間，支払残業時間は1015時間であった。 1985
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年と1986年の残業時間は給与明細書に明記された時間に限っても，それぞれ
1715時間， 1650時間にのぼっていた。
この事件において注目されるのは，労働基準法第36条にもとづく時間外労
働協定の役割である。当該協定書は， 1日の延長できる労働時間を「男子 5
時間，女子2時間」としたうえで，「男子の場合は， 生産工程の都合， 機械
の修理，保全等により15時間以内の時間外労働をさせることがある」と但し
書きしている。これにしたがえば生産工程の都合という一般的事由によっ
て，平常でも所定 8時間＋休憩 1時間＋延長15時間として，まる 1日， 24時
間働かせることさえできる。事実，平岡は，死亡前 1年間に 1回の勤務の労
働時間が16時間を超えた日が11日， 20時間を超えた日が3日あった。使用者
が労働者に命ずることのできる最長労働時間であるはずの法定労働時間は男
女の別な<, 「1週40時間， 1日8時間」となっていながら， 36協定の締結
と届出を条件に，男性についてはまる 1日24時間働かせることができるよう
労働時間制度は，それ自体が非人間的な性差別を組み込んだ制度であるとい
わなければならない。
近年の日本において労働時間の性別分化がどのようにすすんだかを端的に
図2 性別•労働時間別雇用者割合の推移
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（出所）総務庁「労働力調査年報」
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示しているのが図 2である。この図からは， 1975年から1988年までは全男性
労働者にたいする男性の超長時間労働者の比率と，全女性労働者にたいする
女性の短時間労働者の比率が，ほとんど同一の歩調で増加してきたことが確
認できる。このような労働時間の性別分化は， 日本企業の雇用管理戦略と関
連をもっている。日本企業は，正規労働者である男性については，家事労働
のほとんどすべてを女性に担わせ，彼らの能動的生活時間のほとんどすべて
を企業のための労働時間に変えさせ，女性については，一方で家庭につなぎ
とめながら，他方でパートタイム労働者に代表されるように短勤続，低賃
金，無権利，使い捨ての労働力として労働市場に引き出すという雇用管理戦
略をとってきた。
パートタイム労働者は一般の正社員より所定労働時間が短い労働者をさす
ことが多いが，パートのなかには男性の正社員なみに働く人も少なくない。
しかし，いま「労働力調査』の週35時間末端の労働者をパートとみなせば，
1976年に 314万人 (8.7形）いたパートタイム労働者は， 1993年には 929万人
(18. 2 %)に増加した。 これを性別にみると， 76年から 93年の間に男性は
122万人 (5.0彩）から 306万人（9.8形）に，女性は 192万人 (16.4%)から
623万人 (31.8%） に増加した。男性でもパートの増加がみられ，とくに最
近の不況のなかでは男性パートの増加が目立っているが，長期的にみて顕著
な増加を示しているのは女性である。戦後のより長い期間，たとえば1955年
から1993年までをとってみても，雇用者のうちの女性の割合の増大 (28.8形
→38.4%)は， 同時に， 雇用者のうちのパートの割合の増大 (8.7形→18.2
飴）であったということができる。
日本では女性は労働市場への入り口において深刻な差別を被り，多くの職
業と職務から閉め出されている。正社員として就職した場合にも，就職後は
男性には多様な部署を経験して幅ひろい技能を形成する機会があるのに，女
性は狭い範囲で似たような単純作業を繰り返しやらされ，勤続意欲をくじか
れるか，健康をこわすことが多い。そのうえ賃金にも大きな性別格差があっ
て，男性の賃金カーブはほぽ定年近くまで右肩上がりになっているのに，女
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性のそれは若年期を過ぎるとほとんど横ばいで，年齢がすすむほど男性との
開きが大きくなる。
また，家父長制のイデオロギーが強い日本の企業では，女性は若年期だけ
働いて，結婚後は男性に扶養されるべきだと考えられてきた。近年では公然
たる結婚退職制や若年定年制は姿を消してきたが，それでもなお女性を若年
期だけ正規労働者として働かせて，結婚や出産をする年齢になると退職に追
い込むような仕組みがなくなったわけではない。そのことは20代前半を最初
のビークとし30代前半をボトムとするM字型雇用カーブがなお厳然と存在す
るという事実や，企業が麗用管理上の制度として40歳前後の女性を大量にパ
ートタイム労働者や派遣労働者として募集・採用・配置しているという事実
によって証明されている。
3. 生活時間におけるジェンダー関係
総務庁『労働力調査」によれば，男性労働者の平日の労働時間は，不況で
残業が減ったはずの最近でも，週5日制（週休2日）を前提すれば， ほぼ9.5
時間のレベルにある 2)。 これに昼の食事休憩の 1時間をふくめると， 1日の
拘束時間は10.5時間となり，さらに往復1.5時間の通勤時間をくわえると，
労働関連時間は12時間に達する。 1日24時間のうちほぽ10時間は睡眠・食事
・身支度・用便・入浴などの生理的時間（生活必需時間）に費やされるの
で，労働関連時間が 1日12時間あるということは，家事時間はゼロだと仮定
しても，男性労働者が彼自身のために使える自由時間は， 1日2時間しかな
いということになる。
実際，日本の男性労働者の家事労働時間は，ゼロではないが，国際比較か
2)平日 1日あたりのこの数字は，一方で，サラリーマンの多くが余儀なくされてい
る休日出勤を考慮すれば， もう少し小さくなるが，他方で，この数字は320万人に
達する週35時間未満の就業者をふくんでいるので，週35時間以上のものにかぎって
平均をとれば， もう少し大きくなる。
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図3 5か国生活時間の構成比較（月曜日～木曜日）
一男性・通常勤務・土日 2日休んだグループー
（単位：時間、分）
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（注） 1 労働時間は勤務時間，通勤時間，家への持帰り時間等。
2 生理的時間は睡眠時間，食事時間，保健衛生，身の回り時間。
3 自由時間は余暇・交際，教会，組合・政治活動等。
（出所）連合総合生活開発研究所」 5カ国生活時間調査報告害』 1991年。
らみて異常に短い。連合総合生活開発研究所 (1991)が日本労働研究機構の
イギリスの「 5か国生活委託で行った日本，
時間調査」3)の報告書によると，図 3にみるように，
ドイツ， フランス， アメリカ，
日本の男性労働者は，平
日は12時間を労働時間（「通勤時間」「家への持ち帰り時間」「追加収入のため
の他の仕事」をふくむ）にあてており，家事時間はわずか 8分しかない。さ
きに男性労働者は家事時間をゼロとしても生理的時間を10時間とすれば，自
由時間は 2時間しかないと述べたが，図 3の5か国比較では，生理的時間は
9時間25分， 自由時間は 2時間28分になっている。 しかし， 自由時間のうち
3)連合総合生活開発研究所「5か国生活時間調査」は， 「自動車産業」， 「電機製造
業」(「OA機器製造業」「電気機器製造業」「通信機器製造業」）， 「卸・小売業」，
「道路貨物運送業」 を調査対象産業に選び， 調査対象者に 1日24時間のすべての行
動を10分刻みで1週間にわたって記録してもらう方式で1990年1月に実施された。
調査票の配布数はアメリカ，イギリス，フランス， ドイツが各150, 日本が248で，
回収はアメリカ19,イギリス21, フランス105, ドイツ150, 日本224であった。
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表1 男性•通常の日勤勤務・土日休みのグループの金曜日の生活時間
（単位：時間，分）
日本① ドイツ② フランス③
日本との差
①―R'①―③ 
労働時間 1. 51 8.53 8.40 2.58 3.11 
家事時間 7 40 1. 30 △33 △1. 23 
生理的時間 9.17 9.43 10.06 △26 △49 
自由時間 2.46 4.45 3.44 △1. 59 △58 
（出所）図3に同じ
わけを見ると， 日本の男性の場合は労働関連時間の性質をもつ「仕事関連の
自由時間」（仕事の相手や職場の同僚との外食・交際）が他の 4か国平均の
5倍 (27分）もある。報告書もこの点をとらえて，「＜労働関連時間＞に＜仕
事関連の自由時間＞を合わせると日本は12時間56分， ドイツは10時間29分，
フランスは10時間 2分となる。平日においては， 日本は仕事に関連した時間
が 1日の半分を優に超え，時間ではドイツを約 2時間30分，フランスを約 3
時間上回っている」 (p.46)と指摘している。なお，図 3は平日（月曜日か
ら木曜日）の生活時間を示していたが，表 1によって日本， ドイツ，フラン
スの 3か国の金曜日の生活時間をみれば，労働時間は 3か国とも平日（月～
木）より短くなっているが， 日本は平日との差が 9分の減にとどまっている
のにたいして， ドイツでは 39分の減，フランスでは 43分の減である。
前出の調査は女性をも調査対象にふくんでいるが，サンプル数が少なすぎ
て有意味な性別比較を行うことができない。性別にこだわって生活時間の国
際比較を行っていて興味深いのは， NHK放送文化研究所世論調査部『生活
時間の国際比較」 (1994年）4）である。これによれば， 日本，カナダ， アメリ
4) NHK『生活時間の国際比較』で用いられている H本のデータは1990年に行われ
たNHK「国民生活時間調査」からとられており，他の国のデータは1990年以前の
比較可能な統計が用いられている。なお， NHK「国民生活時間調査」は，複数の
同時行動を合計しているために24時間を超え， 1日の合計が24時間になる欧米の調
査と置接比較できないので， 1990年の数値は， 1984年にNHKが東京都で同時期に
行った欧米方式の調査とNHK方式の調査の比較から得られた換算方法にしたがっ
て，調整されている。
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ヵ，イギリス，フィンランドの 5か国中，日本人男性有職者は，労働時間と
通勤時間において最大，家事時間，睡眼時間，自由時間，通勤外移動時間，
社会活動時間において最小になっており，また， 日本人女性有職者は，労働
時間において最大，睡眠時間，自由時間．通勤外移動時間，社会活動時間に
おいて最小となっている。いま生活時間においてもっとも基本的な意義をも
つ労働時間と家事時間を 1週間あたりでみれば．表2のとおり， 日本人の労
働時間は男女とも 5か国中最長である。前節では日本の労働時間は「男は残
業」「女はパート」に分かれる傾向がつよいために男女の間で大きな差があ
ると指摘したが，国内的には男性に比べて労働時間がかなり短い女性が，国
際的にはもっとも長時間働いていることは甜目にあたいする。
表2 有職者の性別労働時間と家事時間
（単位：時間，分）
I 
日本 I カナダ Iアメリカ I イギリス 1フィンランド
男 労働時間 52.44 44.13 45.09 36.38 39.33 
家事時間 3.37 1. 33 13.25 14.35 13.18 
性 合計時間 56.21 55.46 58.34 51. 13 52.51 
女 労働時間 39.19 37.20 33.57 25.26 30.27 
家事時間 24.23 20.18 23.55 25.12 23.48 
性 合計時間 63.42 57.38 57.52 50.38 54.15 
（出所） NHK放送文化研究所世論調査部『生活時間の国際比較」 1995年
日本の女性は労働時間も長いうえに， 家事時間も長いために二つを合わ
せた総労働時間は， 5か国中，突出して長く，週63時間 42分にも達する。
これはほとんど家事をしない日本の男性の週総労働時間 56時間 21分より 7
時間以上長い。逆に日本の女性の睡眠時間は， 女性が男性より長く眠る他
の国とは対照的に， 男性より 1日約 30分も短い。 さきの NHK『生活時
間の国際比較』も 1週間の生活時間の男女差を問題にして， 表3を示した
うえで， 「性による時間の不平等は日本が最も大きい」 (p.46)と指摘して
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表3 1週間の生活時間の男女差 （単位：分，週合計，（ ）％） 
1 男日女本差 1 カ男女ナ差ダ 1ア男メ女リ差カ1イ男ギ女リ差ス1デ男ン女マ差ーク1オ男ラ女ン差ダ1フィ男ン女ラ差ンド
生活必需時間 49 -175 -196 -119 -189 -217 -42 (1. 3) (7. 0) (7.6) (4.7) (10.3) (6. 5) (2.3) 
労 働 1,470 959 1,085 945 721 1,344 609 (38.7) (38. 2) (42.1) (37.1) (39. 3) (40. 5) (34. O) 
家 事 -(416, 7.50 ) -1,001 -938 -(319 ,008 -651 -1, 190 -700 (39.8) (36.4) .6) (35.5) (35.9) (39.1) 
移 動 196 77 91 91 35 70 70 (5.2) (3.1) (3.5) (3.6) (1. 9) (2.1) (3.9) 
社際会参加・交
-154 -77 -147 -119 70 -126 -112 
(4.1) (3.1) (5.7) (4.7) (3.8) (3.8) (6.2) 
レジャー活動 49 ゜35 21 -49 -119 -42 (1.3) (0.0) (1.4) (0.8) (2.7) (3.6) (2.3) マスメディア 98 224 56 217 91 245 189 (2.6) (8.9) (2.2) (8.5) (5.0) (7.4) (10.5) 
休 息 35 ゜28 -28 -28 -7 28 (0.9) (0.0) (1.1) (1.1) (1.5) (0.2) (1. 6) 
不平等指標(%)1 I(l3o,8. 0O) 1 20, 5.013) | 20, 5.706 ) |2, 548 ) | 1, 834 3, 3181 1. 792 (1 (10 (100. 0 (100. 0) (100. O) (100. 0) 
（注） 1 有職者にかぎらず成人の生活時間の男女差を示した。
2 労働時間は各国の男女とも 1日10分前後の学業時間を含んでいる。
（出所）表2に同じ
いる5)。
自明のことながら注意を要するのは，ここでいう労働時間になされる労働
は有給労働であり，家事時間でなされる労働は無給労働だということであ
る。 NHK『生活時間の国際比較』もその点に注目して， 「有給労働に当て
られた時間と無給労働に当てられた時間との隔たりが最も大きいのは日本の
男性である。彼らはまた，有給労働時間は最多だが，無給労働時間は最小で
ある」 (p.29)と特記している。私は近著で「日本の男性は，妻が専業主婦
5) NHK『生活時間の国際比較』は第I部に1993年12月に実施された「生活時間の
日韓比較」の集計結果をふくんでいる。それによれば女性の睡眠時間は平日，土曜
H， 日曝日とも韓国のほうが30分前後多い。またいわゆる家庭婦人の家事時間は各
曜日とも日本のほうが2時間ほど多い。社会的つきあいは男女とも韓国のほうが多
いことと合わせて考えると， 日本人の生活時間はアジア的なものに規定されている
というより， 日本的な企業社会によって規定されているといえそうである。
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であろうとなかろうと，両性がともに負うぺき家庭責任をもっぱら（そして
地域責任もその多くを）女性に負わせることによって，自らの家事労働時間
を極小化し，収入労働時間を極大化しているのである」 (1995a,p. 173) と
述べたが，前出の表2の国際比較はまさにそのことを確証するものである。
そのうえより重要なことに， 日本でば性別賃金格差が他の国にほとんど例
をみないほどに大きいために，男女の有給労働時間の格差はそれ以上に大き
な収入の格差を意味する6)。 『毎月勤労統計調査』その他の統計から，パー
トタイム労働者をふくむ男女賃金格差を 100:50とすれば， 日本の男女有職
者の有給労働時間格差が100:74のときの収入格差は100:37となる。
こうした生活時間と収入力の性別格差は， 『社会生活基本調査」によって
も確認できる。最近年 (1991年）の同調査によって，夫も妻も有業の共働き
世帯についてみれば，表4に示したように， 1週間に男性（夫）は，総労働
表4 有給労働時間と家事労働時間 （単位：時間・分）
家族類型有7i:11:7] 7i時： I
夫も妻も有業の世帯（共働き） 52. 23 I 35. 28 I 2. 13 I 29. 59 I 54. 36 I 65. 21 
うち， ともに雇用労働者 51. 27 I 35. 49 I 2.34 I 29. 03 I 54. 01 I 64. 52 
夫が有業で妻が無業の世帯 49. 21 I o.05 I 2.48 I 51.13 I 52. 09 I 51.18 
その他の世帯を含む全世帯 16. 47 I 20. 39 I 2.55 I 37. 55 I 49. 42 I 58. 34 
（注）家事労働時間は「家事」と分類されている時間に「介護・看護」「育児」「買物」
の時間を加えたもの。
（出所）総務庁「平成3年社会生活基本調査報告』 1993年
6)ジェンダー統計論として編まれた伊藤陽一 (1994)によれば，性別賃金格差指数
は，製造業肉体労働者では，デンマーク，スウェーデン，オーストラリア等で80彩
を超え，ベルギー ， ドイツ，ギリシャ，フランス，オランダ，ボルトガル等で70%
を超えているのに対して， 日本は50%にとどまっている。また，卸売・小売業では
ベルギー ， ドイツ，フランス，オランダ，ボルトガル，ォーストラリア等では70彩
を超えているのに対して， 日本は52彩にとどまっている。日本の性別賃金格差は，
製造業および卸・小売業とも，韓国と比べても大きい。
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時間54時間36分のうち52時間23分を有給労働， 2時間13分を無給労働（家事
労働）に費やしているのにたいし，女性（妻）は総労働時間65時間27分のう
ち， 35時間28分を有給労働， 29時間59分を無給労働に費やしている。一方，
夫有業・妻無業の専業主婦世帯では，男性（夫）は総労働時間52時間09分の
うち，有給労働に49時間21分，無給労働に 2時間48分を割いているのにたい
し，女性（妻）は総労働時間51時間18分のうち，有給労働に 5分，無給労働
に51時間 13分を割いている。総労働時間は，専業主婦世帯の夫婦ではほぼ
「平等」といいうるが，共働き世帯の夫婦では，女性は男性より週に10時間
以上超過労働を行っている。有給労働と無給労働との対比でみれば，専業主
婦世帯の時間の平等は収入の絶対的不平等に一転する。共働き世帯において
も，有給労働時間の不平等は，それ以上に大きな収入の不平等を内包してい
る。なぜなら，性別賃金格差を 100:50とすると，共働き世帯では男女の有
給労働時間格差が100:68であれば，収入格差は100:34,専業主婦世帯をふ
くむ全世帯では，男女の有給労働時間格差が 100:44がであれば，収入格差
は100: 22になるからである。こういう関係があるからこそ，大沢が言うよ
うに，この国では「女性は社会の労働の半分以上を担いながら，労働を通ず
る収入の社会的総額の 5分の 1ないし 4分の 1しかえていないことになる」
（大沢1993p. 46)のである。
4. 日本的経営を支える女性労働と賃金・昇進差別
日本の企業では，労働者は正規雇用（正社員）と非正規雇用（パート，派
遣，臨時， 日雇，出向社員，契約・登録社員など）に分かれているだけでは
ない。労働者はまた，図 4, 5および表 5に示したように，傍目には同じ正
社員であっても，残業や転勤が少ないかわり，定型的，補助的な仕事に縛り
つけられて，管理職にはほとんどなれないまま，パート・派遣に追いやれる
「女性軍」と，管理職にはなれるが，残業や転勤が多く，過労死の不安と隣
り合わせに会社人間として猛烈に働く「男性軍」とに振り分けられている。
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図4 労働力の性別階層構造 図5 女性と不安定就労
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（資料）津田真澄「新二重構造時代は到来するか」
『日本労働協会雑誌」 1987年1月号。
表 5 労働力の性別役割分割
男 性 I 女 性
家族責任を放棄させられた中核労働力 家事労働を背負わされた底辺労働力
残業・転勤，会社人間，過労死 少ない残業・転勤
多様な部署を経験，幅広い技能を形成 定型的・補助的労働
年功賃金，高付加給付， 「終身雇用」 寝たきり賃金，若年退職・パート化
管理職への昇進 管理職からの締め出し
内部労働市場の上方移動 外部労働市場の水平移動
均等法後は「総合職」コースを選んで男性軍の仲間入りをする女性も出始
め，また最近の雇用リストラの中で出向社員やパートで働く男性も増えてい
るが，男性と女性の振り分け構造はしっかりと保持されている。
日本の企業がこのような振り分けをするのは，それが少なくともこれまで
のところ日本的経営の効率をつくり出してきたからである。その理由は私が
説明するより熊沢誠に聞くがよい。熊沢 (1995)によれば， 日本的経営の働
かせ方は，男性従業員に，会社の求める最高レベルの要請に応えるように求
め，全生活態度を会社に向けるよう要求する。しかし，男性正社員をこのよ
うに働かせることができるには，以下の 3つの難問が解決されていなければ
ならない。
第1はどの工場や事務所にも存在する単純労働の問題である。男性正社員
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が仕事内容において上に（管理労働の方へ）脱出していくなら，残される膨
大な単純労働を担うのはだれか。第 2は企業経営に必要な数量的フレキシビ
リティをどう確保するかという問題である。企業は景気が悪いときに人件費
を抑制したり，人員を減らしたりする必要が生じるが，建て前として終身雇
用・年功賃金が適用されている男性社員に数量的フレキシビリティを全面に
的に適用することはむつかしい7)。とすればだれがそれを担うのか。第 3は，
労働力再生産や生活そのものがそこで行われる家庭や地域の問題である。会
社人間である男性が家事や育児や老人介護や地域のさまざまなニーズを放置
しているとすれば，だれがそれらの機能を担うのか。
答えは明白である。これら 3つの難問はすべて女性によって担われて解決
される。つまり日本的経営は，女性が 3つの難問を処理することによって支
えられているのである。熊沢によれば，こうした振り分けの結果，日本の女
性たちは雇用労働の世界では「単純労働，短勤続，低賃金」という＜三位一
体＞の構造のもとにおかれる。
女性が総じて単純労働，短勤続，低賃金を強いられていることは，全労連
が傘下の単産の女性組織を中心に取り組んだ証言運動の記録（全労連女性部
1995)よっても衰付けることができる。 1,000人の証言者のなかには20年，
30年という長期勤続の女性も少なくないが，その人たちを含めて，男女平等
にかんする証言は，「トイレ掃除，お茶くみは女だけでやっている」「補助的
仕事で労働意欲がそがれる」「責任のある仕事をしたい」「男性に比べて昇
進，昇格が遅い」「賃金が低すぎる」「諸手当がない」「賃金・昇進差別はい
っこうに縮まらない」「結婚すると一人の独立した人間ではなくなる」「女性
ゆえの差別は許せない」という声に満ち満ちている。
全体に女性がこうした労働環境におかれているもとでは，働き続けること
7)日本の企業では残業時間が長い， 残業手当の割増率が低い（通常25彩）， しばし
ば残業手当の支払いに時間的・予算的上限がある，サービス残業の悪習がある，な
どの事情のために，残業時間の調整もまた，雇用と賃金にかかわる数量的フレキシ
ビリティの機能をもたされている。
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自体が強い意志を必要とし，担わされた家族責任の大きさからも大きな困難
をともなう。結婚後も働き続けようとすると，たいていは男性に比してはも
ちろん，結婚していない女性に比しても，賃金および昇進で大きく差別され
る。その典型例は1995年8月8日に会社の長年にわたる賃金・昇進差別に対
して集団提訴に踏み切った住友系メーカー 3社（住友金属，住友電工，住友
化学）の女性9人のケースである。この提訴は，それに先立つ彼女らの訴え
の一部が雇用機会均等法にもとづく初の調停事案となって注目されてきただ
けに，海外のマスコミからも大きな関心が寄せられ，イギリスの『ファイナ
ンシャル・クイムズ』 (8月13日），アメリカの『クリスチャン・サイエンス
・モニクー 」 (8月16日）と「ニューヨーク・クイムズ」 (8月27日）などの
新聞で詳しく報道された。
「職務差別に屈しない日本の女性たち」という見出しで始まる「クリスチ
ャン・サイエンス・モニクー』紙の記事は，まず住友金属に働く北川清子に
語らせている。この記事や彼女が他に書いているところによると， 1965年に
結婚退職制をはねかえして住友金属初の共働きになった彼女は， ミセスにな
るとこうなるぞという見せしめのために，部長席の近くに座らされ， 18カ月
間ほとんど仕事を与えられなかった。それから 3年して長男が生まれると，
同じ部長に呼び出され， 「犬猫でも母親の手で子どもを育てているのに，君
は子どもを保育所にあずけている。犬畜生にも劣る。君は人間を生産する機
械か」と暴言を吐かれ，退職を迫られた（北川1995,p. 225)。
結婚や出産で嫌がらせを受けているのは彼女だけではない。彼女に特別な
ところがあるとすれば， 「日本の職場において許される境界線」に挑戦して
嫌がらせを受けても辞めなかったことである。 1992年にいたり，住友金属の
当時の大阪人事室長に昇進・昇格があまりに遅い理由をたずねたところ，「君
だけ差別している訳ではない。女性はほとんどC評価だよ。 B評価はほとん
どつかないよ」という返事がかえってきた。男性はAとBの評価が普通で．
昇格の機会が多いが，女性はCだからなかなか昇格がない，というのであ
る。彼女の場合は，結婚するまではずっとB評価だったが，結婚後は92年に
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不満を申し立てるまで一時期を除きほとんどC評価であった。住友金属以外
の他の 2社については，評価の苦情処理機関がなく，評価表をみせてもらう
ことすらできなかった。
その後，住友の女性たちは，弁護士の協力を得て，銀行や生命保険会社や
商社に働く女性たちと共同して，女性差別の実態をまとめ， 国連 CEDAW
(Committee on the Elimination of Discrimination against Women 
国連女性差別撤廃委員会）にあてて英文レポート「日本からの手紙』を送っ
た。それとともに，彼女らは，昇格や賃金で男性と著しく差があるとして，
1994年，労働省大阪婦人少年室に均等法にもとづく調停を申請した。これよ
り2年前に， ミセスであるために昇格させられないか，昇格を不当に遅らさ
れてきた住友生命の女性グループが均等法にもとづく調整を申請したが，労
働省は「比較すぺき一般職の男子労働者がいないから男女差別が明らかでな
い」という理由で調停不開始とした。そのときとは違い，このたびは，会社
の同意の得られた住友金属に限り，均等法施行10年にして最初の調停開始に
なった。
しかし，労働大臣によって任命された 3人の学識経験者からなる機会均等
調停委員会が提示した調停案の内容は申請人の女性たちがとうてい受諾でき
るものではなかった。弁護士の雪田樹理 (1994)と宮地光子 (1995)の説明
によると，それは当の女性たちの個別処遇の改善にはまった＜触れていない
うえに，間接差別の最たるものとして批判のつよい，しかも住友金属ではま
だ導入されていない， コース別雇用管理制度の導入をすすめるものであっ
た。
住友金属，住友化学，住友電工の女性たちがいかなる賃金・昇格差別を被
ってきたかは，彼女らが自ら調査して作成した図6に端的に示されている。
この図は，初出の注によれば「組合に賃金データの公開を要望したにもかか
わらず，拒否されたので，やむなく私達の知る限りの情報を集めて作成した
ものである」。注にはさらに「月収比較のため， 年収にするとボーナスが入
り差はさらに拡大する」「男性は諸手当を含む（所帯主でないと女性には諸
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手当はつかない」と追記されている。図 6から容易に見て取れるように，入
社時の男女の賃金は同ーであるにもかかわらず，女性は先に述べたような評
価システムのために昇進がまったくないか，著しく遅れ，賃金カープは若年
図6 同一職種（事務部門）における高卒男女の月収比較
（金額・万円）
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（出所）北川清子「男女雇用機会均等法の限界」基礎経済
科学研究所編「日本型企業社会と女性」（青木書
店， 1995年）
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期を過ぎると「寝たきり」状態になる。他方，男性は昇進・昇格を重ねてい
く可能性が高いので，同じ学歴で同時期に入社しても，勤続年数が長くなる
につれて男女の賃金に大きな開きが生じ， 50歳前後では女性の賃金は男性の
半分になる。
差別は男性社員との間にあるだけではない。住友系メーカー 3社につづい
て，住友生命の女性社員12名が会社の昇給・昇格差別の是正を求めて提訴に
踏み切った。新聞報道によれば，住友生命では1986年の均等法施行から88年
までに，一般職員の女性社員の半数以上が「一般指導職」という役付きに昇
格したが，既婚の原告らは勤続年数が長いのに昇格しなかった。また94年の
抽出調査で未婚女性の69彩が「一般指導職」以上だったのに，既婚女性は 9
彩にすぎない。この事案も過去2回にわたって大阪府婦人少年室に調停申請
されていたが， 先述のように調停不開始となっていたものである（『朝日新
聞』 1995年12月12日朝刊）。
ことは住友だけの話ではない。住友の女性たちより早く裁判に立ち上がっ
たのは，野村証券の勤続29年から34年の女性たち12人である。同社では男性
は高卒入社後13年目で，職種に関係なく自動的に「課長代理」に昇格するの
に，女性は男性よりはるかに長くかかってもそれより下の「主任」「店内主
任」の職位につきうるにとどまる。賃金は昇格に連動しているため，当然，
昇格がおそいかほとんどない女性の賃金は男性より著しく低く押さえられる
ことになる（男女差別賃金をなくす連絡会1995)。
総合商社では，住友商社よりまえに，兼松の 6人の女性たちが賃金差別の
是正を求めて提訴に踏み切った。兼松はもともと，男性はA体系，女性はB
体系という男女別の賃金体系をとり，女性の賃金を低く抑えてきたが，均等
法が成立した1985年に， 社員個々人の意向も聞かず， 男性を「一般職」（商
社以外では「総合職」に該当），女性を「事務職」に振り分けた。その結果，
賃金差別が固定化され，「いくら長く働いても女性の賃金は27歳の男性以下」
に押し止められている（『赤旗』 1995年11月1日，銀行労働研究会『ひろば』
第991号， 1995年10月15日）。「商社に働く女性の会」が作成した総合商社10
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社の男女別年収比較によっても，性別賃金格差は25歳では80彩にとどまって
いても， 45歳では50彩前後まで拡大することがわかる（越堂1995)。
5. おわりに
第二次大戦後の日本は，法の上では，社会生活の諸領域における両性の平
等を承認するところから出発した。戦後半世紀の間に，社会生活の多くの部
面で女性の地位が高まり，教育ひとつをとっても男女平等が前進したことは
疑いない。女子の高等教育への進学率は，戦後一貫して増加しつづけ， 1989
年についに男子の進学率を超え， 1993年には女子 (43.4彩）が男子 (38.5
形）を約5ポイント上回るまでになった。これを 4年制大学と短期大学とに
分けると，男子は圧倒的多数が4年制であるのに対して，女子は多数が短大
である。この点では男女差はなお大きいと言わねばならないが，それでも，
4年制と短大を合わせて女子 (5.5彩）が男子 (14.9彩）の約 3分の 1にす
ぎなかった1960年当時と比べると，女性の高学歴化がすすみ，教育機会の男
女差が縮まったことは歴然としている（総理府1994)。女性の職場進出がす
すんだことは，今では有配偶女性の半数以上が就業し，女性就業者の 8割近
くが雇用者になり，全雇用者の 4割近くが女性雇用者で占められるようにな
なったことから明らかである。にもかかわらず，両性の社会的関係に決定的
に意味をもつ職業生活での平等がすすんだとはとてもいえない。男女雇用機
会均等法 (1985年成立， 86年施行）差別の是正に役立ったというより，コー
ス別管理制度の導入を促がすことによって差別を温存する機能を果たした。
企業社会の性差別は家族社会の性差別と相即的なひとつのシステムとなっ
ている。男性が能動的生活時間のほとんどすべてを企業に捧げるような働き
方を強いられているもとでは，そして，女性が男性に比して低い賃金と短い
有給労働時間ゆえに二重に収入力が劣る（つまり家事時間の機会費用が小さ
い）もとでは，女性は育児や介護や買い物をふくむ家事活動のほとんどすべ
てを背負わざるをえない。とすれば，女性は結婚や出産をしないで生きる道
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を選ばないかぎり，「男並み」の働き方はできようがなく，熊沢が指摘してい
たとおり，単純労働の担い手や，景気変動の調節弁（雇用と賃金のフレキシ
ビリティ）や，家族・地域生活の担い手として，正社員であれパートであれ，
短勤続，低賃金の底辺労働力に押し止められるほかない。そして，こうした
女性の地位と役割こそが，「日本的経営の強さ」を支えてきたのである。
企業社会と家族社会のそれぞれが独自の歴史をもち，独自の性差別構造を
もっているにしても，両者を貫く性差別システムにおいてより規定的意義を
もっているのは，企業の雇用システムによって生み出され再生産される差別
である。成熟した資本主義における生活様式は，家族の生活様式をふくめて，
資本・賃労働関係によって規定されることを考えれば，これはいわば当然の
ことである。この場合，問題解決の鍵は，第 2節で述べたことからして，性
別賃金格差の解消と労働時間の短縮にある。このふたつの課題を実現するこ
とは—~日本の現状では容易ではないが一ー女性が正規労働者として，また
自立した生活者として働き続けうる環境をつくりだし，男性が会社人間から
脱却して，生活の時間と空間を職場，家庭，地域，および余暇にバランスよ
く配分することを可能にするものである 8)
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